
年 月 日

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

利用目的に係
る土地の所在

番

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

利用目的に係
る土地の面積

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

種 別

種　類

内 容 

実

測

清

合計(ａ)

権利者の氏名

    国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

内　容

契約締結年月日氏                         名

実  測（㎡）

権 利 者 の 住 所

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

所 有 者 の 住所 所有者の氏名

現      況

所                                                     在

種別

 種　別

登                記                 簿
住   居   表   示

登記簿（㎡）

内容所有者の氏名所有者の住所

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

物
等
に
関
す
る
事
項

土
地
に
存
す
る
工
作

対
価
の
額
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

1

番

号

利　用　の
現        況

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

所　　　　　　有　　　　　　権

権利者の住所

所　　有　　権

特記事項
地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別 地代（年額・円）
移転又は設定の態様

平 均（(b)÷(a)）

※ （市町村使用欄）

合計

有
・
無

利
用
の
現
況
の
変
更

合計（ｂ）

種　類

土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

面　積（㎡）

　工作物等に関する対価の額等

単　価（円／㎡） 対価の額（円） 対価の額（円）地目（現況）

 その他参考と
なるべき事項

利

用

目

的

利用計画の
概         要

人工面率  計画人口

用途等

金 融 保 険 業氏  名

　　　　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

その他

※（愛知県使用欄）

様式第三（様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

愛 知 県 知 事    殿

権利取得者（譲受人）

住  所

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

建 設 業

製 造 業

商 業

運 輸 業

（担当者又は代理人）

電話 そ の 他

地           番

番

号

地                     目

町  又  は  字

契約の相手方（譲渡人）の住所
契約の相手方等
に関する事項

登  記  簿
土

地

に

関

す

る

事

項

面                    積



＜土地売買等届出書の記入例＞

○○ 年○○ 月○○ 日

〒 電  話 ○○○ー○○○ー○○○○ 1

○○市○○町○○○ 2

3

代表取締役　　 愛　知　太　郎 4

5

6

×××ー×××－×××× 内線×××× 7

年 月 日

△ △ △ △ △ △

1 12 12

2 00 00

3 22

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

1 6 0 0 0 1 2 6 0 5 0 0 8 6 0 0 0 0 0 0

2 1 6 5 0 0 3 5 1 5 2

3 6 0 0 0 2 2 5 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0
算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

2 2 1 6 5 3 4 4 5 2 8 7 1 0 0 3 8 0 0 0 0 0 8 7 2 0 0 0 0 0

百万 千 ㎡

2 5 0 0 0 0 0

％ 人

様式第三（様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

不 動 産 業

建 設 業

住  所 ○○○ー○○○○

愛 知 県 知 事    殿

氏  名 ○○建設株式会社 金 融 保 険 業

権利取得者（譲受人）

運 輸 業

電話 そ の 他

製 造 業

（担当者又は代理人） 商 業

譲
受
人
業
種

△△市△△町△△△
三河不動産株式会社　代表取締役三河三
郎

    国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の 移転　(設定)　をする契約の締結に

契約締結年月日

営業課　　尾　張　次　郎

◇◇町◇丁目◇ 宅地 宅地

　　〃

　　　　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

記

契約の相手方等
に関する事項

契約の相手方（譲渡人）の住所 氏                         名

登記簿（㎡） 実  測（㎡）町  又  は  字 地           番
土

地

に

関

す

る

事

項

番

号

所                                                     在
地                     目

◇◇町 ◇◇

6,000

　　〃 ◇◇ ◇◇町◇丁目◇ 〃

面                    積
登                記                 簿

住   居   表   示
登  記  簿 現      況

16,000 16,000

〃 165 165

5,000◇◇ ◇◇町◇丁目◇ 山林 山林

番

号

利　用　の
現        況

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

所　　　　　　有　　　　　　権 所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

所 有 者 の 住所 所有者の氏名  種　別 内　容 権 利 者 の 住 所 権利者の氏名

工場 該 当 　　　　な　　　　し

甲野乙郎

山林 該 当 　　　　な　　　　し

店舗併用住宅

物

等

に

関

す

る
事

項

土

地

に

存

す

る
工

作

番

号
種　類 概　要

別紙 ○○市○○町○丁目○賃借権

 移転又は設定
に係る権利

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利 ※（愛知県使用欄）

所　　有　　権 所 有 権 以 外 の 権 利

種 別 内 容 所有者の住所 所有者の氏名 種別 内容 権利者の住所

工　場
鉄筋コンク
リート３階 所有権

（その他 参考と なるべ き事 項参照）

杉　林
約1000本20
年生(○ha) 所有権

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

移転又は設定の態様
地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

特記事項
存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別 地代（年額・円）

　売　　買

　　〃

対

価

の

額

等

に
関

す

る

事

項

土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等 　工作物等に関する対価の額等

地目（現況） 面　積（㎡） 単　価（円／㎡） 対価の額（円） 種　類 対価の額（円）

1 968,000,000

　　〃

利用計画の
概         要

（４人／戸）

実

測

清

有
・
無

合計(ａ) 平 均（(b)÷(a)） 合計（ｂ）

 計画人口

※ （市町村使用欄）土

地

の

利

用

目

的

等

に

関

す

る

事

項

利

用

目

的

用途等
利
用
の
現
況
の
変
更

人工面率 ７５→９０

中高層共同分譲住宅３棟　延面積５０，０００㎡　予定戸数５００戸

21,165.12

合計

山　林
30,000,000 杉

宅　地

　〃
5,800,000

工　場

　　・楷書でていねいに書いてください。
　　・届出書類に押印をいただく必要はありません。

 その他参考と
なるべき事項

番号２の土地は底地取引（底地権５割）、土地の上の店舗併用住宅は木造２階建て１００㎡築５年
開発に当たっては、法令を遵守し、関係機関と協議のうえ進めて参ります。

その他

利用目的に係
る土地の所在

◇◇町◇丁目　周辺
利用目的に係
る土地の面積 有

・
無

2,000

22,165.34

◆該当するものを○で囲む

◆届出の土地に現にあり、
かつ取引後も引き続き存
続する借地権、地上権、抵
当権、地役権等を記入

◆住宅、倉庫、店舗等の
別を記入

◆工作物の場合は延べ面
積、構造、築後使用年数
を、木竹にあっては本数、
樹種、樹齢(植栽面積)を
記入
（記入しきれない場合は別
紙に記入）

◆売買・交換・代物弁済譲
渡担保等の登記原因の区
分により記入

◆実測による面積の増減
によって対価が清算され
る契約であるか否かによ
り○をつける

◆譲受人が取得後、どの
ような用途に供し、どのよ
うな使用方法（自己用、賃
貸等の事業用または販売
用など）をするのかを可能
な限り詳細に記入
（用途の例示）
・戸建住宅（分譲）
・共同住宅（賃貸用）
・○○機器研究所
・自社工場用地
・分譲宅地造成
・自社用倉庫、車庫
・賃貸用店舗
・駐車場（現況利用）
・転売目的
・現況保有

◆届出に係る土地及び工作物等以外の工作物に関する事項、その他（営業権等）を記入

（例示)
・底地取引（借地権割合を記入）
・建築請負条件付き売買（構造、建付面積、延床面積、請負予定価格を記入）

・交換（交換対象土地の所在、面積、所有者、評価額、差金を記入し地図等を添付）
・譲渡担保・代物弁済契約等（被担保債権額又は優先弁済極度額を記入）
◆一団の土地で二つ以上の市町村にまたがるときは、その旨明記

◆届出に係る土地が一団
の土地の一部である場合
にあっては、当該一団の
土地の全体の面積を記入

◆単価に円未満の端数が
生じた場合は切り上げて
記入

◆「土地に存する工作物等
に関する事項」の「種類」に
記入がある場合、種類及
び取引価格（消費税及び
地方消費税に相当する額
を含む価額）を記入

◆無償の場合は０円と記

入

◆筆ごとの価格設定がな
い場合はまとめて記入
◆対価が金銭以外のもの
であるときは、時価を基準
として金銭に見積もった価
格を記入

◆地上権又は借地権の登
記の有無、地代の変更に
ついての協議の期限の特
約、原状回復義務の有無
等について記入

◆権利の存続期間、地代
の額等を記入

◆土地の取引とあわせて
その土地に存する建物、
立木、庭木などの工作物
等を取引したときに記入

◆共有の場合は、共有者
全員の住所・氏名及び持
分割合を記入
◆記入しきれない場合は、
代表者の住所・氏名及び
共有者について「他○名」
と記入、別紙に共有者全
員の住所・氏名及び持分
割合を記入

◆丁目、番地、
号まで記入

◆譲渡人が共有である場
合は、共有者全員の住
所・氏名及び持分割合を
記入
◆記入しきれない場合は、
代表者の住所・氏名及び
共有者について「他○名」
と記入して、別紙に共有
者全員の住所・氏名及び
持分割合を記入

◆該当する業種
に○をつける

◆実測取引の場合に記入
（実測求積図も添付）

◆代理人の場合は、住
所・氏名を記入し、委任状
を添付

◆筆ごとに記入し、記入し
きれない場合は別紙を用
いて同様に記入
◆合計面積は届出書に記
入

◆共有の土地の持分の一
部を移転する場合は、全
体面積、持分割合、持分
面積（全体面積×持分割
合）をそれぞれ記入

◆二つ以上の市町村にま
たがって届け出る土地が
あるときは、提出する市町
村に存するもののみ記入

◆法人にあっては、その名
称及び代表者の氏名を記
入

◆樹林地、草地、水辺
地、岩石地及び砂地
以外の土地の面積の
割合の記入

・住宅団地等の場合は想定人口を記入
・工場団地等の場合は計画従業員数を記入
・レクリエーション施設の場合は計画入込者数
を記入（括弧書きで従業員数も記入）

事務処理市町村における土地取引においては「○○市（町村）長」としてください



記入例やWebページの説明もあわせてお読みください。

1 ※印のある欄には記入しないこと。

2 「氏名」の欄には、法人にあっては、その名称及び代表者の氏名を記入すること。

3 「番号」の欄の番号に対応して、一筆の土地ごとに記入すること。

4 「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分により記入すること。

5 「概要」の欄には、建築物その他の工作物にあっては、延べ面積、構造、使用年数
等を、木竹にあっては、樹種、樹齢等を記入すること。

6 「移転又は設定の態様」の欄には、売買、交換等の登記原因の区分により記入す
ること。

7 「利用目的」の欄には、用途、規模等当該土地の利用目的を可能な限り詳細に記入
すること。

8 「人工面率」の欄には、利用目的に係る土地の面積に占める樹林地、草地、水辺
地、岩石地及び砂地（農地、採草放牧地及び芝生、庭園木等の植栽された土地を
除く。）以外の土地の面積の割合の現況及び計画を記入すること。

9 「計画人口」の欄には、住宅団地における想定人口等を記入すること。

10 「その他参考となるべき事項」の欄には、土地に関する権利の移転又は設定と併せ
て権利の移転又は設定をする工作物等以外の工作物等に関する事項その他を記入す
ること。

11 届出書はＡ４サイズで印刷すること。

12 次の事務処理市町村における土地取引については、「愛知県知事殿」→「○○市長
殿」のように、届出書の宛名を当該市町村長宛とすること。

岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、津島市、江南市、小牧市、稲沢市、東海市、
大府市、岩倉市、愛西市、豊山町、飛島村、東栄町

記入上の注意


